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1. まえがき 

 

米国では、航空・宇宙に使用される高力 Al 合金

や Ti 合金を対象にミクロボイド合体形破壊*1 の 

発生破壊靭性値を求める KIc 試験が、1970 年に

ASTM E399-70T として発刊された。ASTM E399

の思想を受け継ぐ形で破壊力学パラメータに J 積

分を用いた JIc試験が 1981 年に ASTM E813-81 と

して発刊された。このように、米国での破壊靱性

試験の規格はミクロボイド合体形破壊を対象と 

したものが主流であった。ASTM E399 の KIc試験

と ASTM E1820 の JIc試験については、既報のテク

ニカルレポート 1)～4)で説明した。 

いっぽう、英国と日本では、船舶や海洋構造物

に使用される鋼材およびその溶接部を対象に、 

へき開形破壊*1の破壊靭性値を求める試験 (以下、

へき開破壊靭性試験と呼ぶ)に重きが置かれた。 

破壊力学パラメータにき裂先端開口変位を用いる

CTOD 試験を中心に規格化が進められ、1972 年に

英国で試験草案BS-DD19 が発刊された。 

 米国で、鋼材のへき開破壊靭性試験の規格化が

進められたきっかけは、原子力圧力容器の安全性

評価である。照射脆化を受けた原子力圧力容器用

鋼の脆性破壊評価には、破壊靭性試験片の小形化

が必要であった。小形の破壊靱性試験片を用いた

へき開破壊靭性試験の規格は、紆余曲折を経て、

1997 年に ASTM E1921 が発刊された。 

 ASTM E399 は、2005 年の改訂までは、へき開

形破壊を生じる低中強度鋼も試験対象であったが、

その改訂で、脆性-延性遷移を示すフェライト鋼の

遷移温度域のへき開破壊靭性は試験対象外となり、

それを求める場合はASTM E1921 のマスターカー

ブ法の適用を推奨するように改訂された。 

本報告では、へき開破壊靭性試験の歴史を振り

返り、各国のへき開破壊靭性試験の規格の変遷に

ついて説明する。 

 

2. へき開破壊靱性試験の歴史 

 

2.1 脆性破壊とへき開破壊靭性試験の研究の契機 

第 2 次世界大戦以前は船舶の鋼板同士の接合に

リベットが用いられていたが、大戦中に米国で、

工期短縮のためリベットから溶接による接合に 

変更された。このリバティー船と呼ばれる全溶接

船が航海中や停泊中に脆性破壊を生じてしまった。

戦後、米国の大学で、幅 2m 近い大形試験片を用

いて再現実験が試みられたが、降伏応力より低い

応力での脆性破壊、すなわち低応力脆性破壊を 

再現するには至らなかった 5)。その後も脆性破壊

の研究は続けられ、へき開破壊靭性値を求める 
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*1 ミクロボイド合体形破壊では、非金属介在物や第2相粒子を核として発生したミクロボイドが成長合体して 

き裂が進展し、低中強度鋼では通常延性破壊となる。破面にはディンプル模様が見られる。いっぽう、へき開形

破壊は結晶のへき開面に沿って分離破壊が進み、破面にはリバーパターンが見られる。基本的に脆性破壊を示す。 
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試験法の研究・規格化も進められた。1970 年から

の約 30 年間で破壊靱性試験規格の体系化が進め

られ、ほぼ現在の姿になったが、その後も大小 

交えて変更が重ねられている*2。以下では、Table 1

に示す代表的なへき開破壊靭性試験と試験規格の

概要およびその変遷について説明する。 

 

2.2 へき開破壊靱性試験の種類 

(1) Deep Notch Test (ディープノッチ試験) 

ディープノッチ試験は、1964 年に池田ら 6), 7)が

開発した試験法*3である。Fig. 1 に示す、先端半径

0.1mm の深いノッチを有する大形試験片を十分に

低温に冷却したのち引張負荷を与え、脆性破壊 

させる。低応力で脆性破壊した荷重から使用板厚

での破壊靭性値, Kcを求める。 

 破壊荷重をノッチ断面で除したネット断面応力, 

σnet,Fと試験温度, T の関係は、Fig. 2 の模式図の様

に 3 つの領域に分類される。低応力脆性破壊域は

σnet,F＜σys (試験温度での材料の降伏応力)となり、 

     

(a) Specimen dimension 

 

     

(b) Notch size 

 

Fig. 1 Deep Notch Specimen7) (unit: mm) 

*2日本材料学会関西支部と日本機械学会関西支部が、1年交代で開催している「破壊力学の基礎と最新応用」の

講習会において、JFEスチール㈱の田川氏が、「破壊じん性とその試験法」の中で、試験規格の主な変更点をその

都度説明されている。 

*3 筆者は池田からディープノッチ試験を思いついたきっかけを聞いたことがある。1960年頃は脆性き裂の伝播

停止特性の研究が中心であった。池田もESSO試験(十分に低温に冷却した大形試験片の上部のV溝に設置した楔

に落錘衝撃を与えて脆性き裂を発生させ、伝播停止特性を調べる試験)を行っていた。比較的短いき裂で停止した

試験片の破面出しをするため、ノッチと逆側をガス切断して均等に負荷がかかるようにして破断させたところ、

予想外に低い荷重で破断した。通常は、停止き裂の識別のため、試験片の温度が上昇してから載荷するが、その

時は低温のままで破断させてしまった。この事象から、深いノッチを設け十分に低温に冷却して行うディープ 

ノッチ試験を思いついたと言われたことを思い出す。なお、伝播停止試験について説明する予定はないので、1960

年当時の伝播停止試験については文献5)を、2000年以降の大形伝播停止試験に関しては文献8)を参照願いたい。 

Table 1 Types of cleavage fracture toughness tests and applicable standards 
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温度の低下に伴い σnet,F は減少する。高応力脆性 

破壊域は温度によらず σnet,Fはほぼ一定で、破面は

脆性破面(へき開破面)が主体となる。延性破壊域の

破面は延性破面(ディンプル破面)となる。 

ディープノッチ試験は低応力脆性破壊域で複数

実施する。得られたKcと試験温度の関係は、Fig. 3

に示すように、式(1)に示すArrhenius 形の温度依存

性として表される。 

 

     Kc=K0・exp(-TK0/TK)            (1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで、K0と TK0は材料特性値、TKは絶対温度 

で表した試験温度である。実験データから最小 

2 乗近似式を求め、K0、TK0が分かれば式(1)を用い

て高温側の Kcを推測することもできる*4。 

 今から 60 年も前に世界で初めて設計応力レベ

ルで脆性破壊を再現した事や発生に対するへき開

破壊靭性値を求める試験法を提案した事は高く 

評価されるべきである。いっぽう、ノッチ先端は

半径 0.1mm *5のソーカットであり、疲労き裂とは

同等に扱えないと言う問題がある。開発当初は 

先端半径0.1mmのソーカットは自然き裂と同等で

ある 7)と考えられていたが、その後の実験で、 

疲労き裂を有する場合の Kc は、先端半径 0.1mm

のソーカットから求めた Kc より低くなることが

明らかとなった 10)。先端半径 0.1mm のソーカット

の Kcに 0.68 を乗じて疲労き裂の Kcに換算する方

法が提案されている 11)。以上のような問題はある

が、ディープノッチ試験は、現在も日本海事協会

の圧延鋼材の製造方法承認試験に用いられている。 

 

(2) KIc Test (ASTM E399-90(1997)) 

1) KIcの合否判定基準 

ASTM E399-90 によれば、暫定破壊靭性値, KQ

は試験片厚, B の増加に伴い減少し、式(2)を満足す

れば KQは面内寸法や B に依存しない平面歪破壊

靭性値, KIcと見做せる。式(2)の a0は初期き裂長さ、

σys は試験温度での材料の降伏応力である。 

 

B, a0>2.5(KQ/σys)2            (2) 

 

上記判定条件は、当初、ミクロボイド合体形の

破壊を生じる高力 Al 合金、Ti 合金、マルエージン

グ鋼などの高強度鋼の実験結果を基に定められた

ものである。その後、低中強度鋼のへき開破壊 

 

*4 低応力脆性破壊域でのKcを求めることを原則とする。 

*5 最近、0.2mm幅のソーカットの先端に0.1mm幅のソーカットを設けたディープノッチ試験片9)も使用されて 

いる。最近、ソーカット加工ができる所は限られており、疲労予き裂を設ける破壊靭性試験片では、通常、 

ワイヤーカットでノッチを加工する。その場合、ノッチ先端に引張残留応力場が残る。それが、疲労予き裂を 

設けないディープノッチ試験片において、ワイヤーカットでノッチ加工を行わない理由と推察される。 

 

 

 

 

K 

 

Fig. 2 Temperature dependency of σnet,F 

Fig. 3 Relationship between Kc and temperature, 

   obtained from Deep Notch Test5) 
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にも有効であることが示されてきたが 12)、 ロータ

材や圧力容器用鋼のような高靭性材では、式(2)を

満足するには試験片厚が数百 mm となる大形試験

片が必要となり、実用面で課題があった。 

へき開破壊靭性値が B の増大に伴い低下する 

要因として➀力学的要因と➁確率的要因があると

言われている 13)。筆者 14)は、相似形に変化させた

4種類の標準CT試験片の3次元弾塑性数値解析を

行い、その結果に Anderson と Dodds, Jr.が提案した

Toughness Scaling Model15)と岩舘ら 16)や安藤ら 17)

が提案した最小値法を適用し、➀と➁の両面から

へき開破壊靭性値の板厚依存性について検討した。

その結果、式(3)を満足すれば、➀すなわち塑性 

拘束度の観点からは式(2)を満足する Valid KIcと同

じとなり、➁の観点でも多くて 3 体試験し、最小

値を用いれば Valid KIcと見做せることを示した 14)。 

 

B, W-a0≧1.0(KQ/σys)2               (3) 

 

ここで、W は試験片幅である。式(2)は満足しな

いが式(3)を満足する KQをKIc相当値と呼び、KIc,eq

と表す。なお、適用試験片、KQ の求め方、KIc 判

定基準の意味についてはテクニカルレポート

No.11)を参照されたい。 

 

2) 過去のKIc試験結果 

先に示したように、ASTM E 399 は 2005 年の改

訂で、脆性-延性遷移を示すフェライト鋼のへき開

破壊靭性を本規格の対象外とした。したがって、

現状、へき開破壊に対するKIc試験は存在しないが、

その歴史は古く、データの蓄積もある。 以下では、

過去に報告された原子力圧力容器用鋼やタービン

ロータ用鋼の KIc試験結果を紹介する。 

 

2)-1 原子力圧力容器用鋼 

米国では、1972 年の ASME Code SectionⅢの改

定の際に HSST プログラムの成果が取り入れられ

たが、そのプログラムでは複数の原子力圧力容器

用鋼を対象にKIc試験が行われた。筆者 18)は、HSST 

02 (ASTM A533B Cl.1)のデータを複数の文献 19)-21)

から読み取り、その結果を Fig. 418)に示す。データ

を再整理し、式(2)は満足しないが式(3)を満足する

データはKIc,eqとして示した。HSST 02 の試験には

11T(B=279mm)～1T(B=25.4mm)まで 6 つの異なる

寸法の試験片が含まれているが、比較的まとまり

の良い結果となっている。Fig. 4 の実線は KIcの温

度依存性を示す線であり、後述の 3)項で説明する。 

日本では、1977～1979 年度の 3 年間、日本溶接

協会原子力研究委員会「原子炉圧力容器用極厚鋼

材の安全性に関する研究」において、複数の圧力

容器用鋼の KIc 試験が行われた。その結果は 0TS

小委員会 0EFT ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟで成果報告書 22)と 

してまとめられた。筆者 18)は、その成果報告書の

データを再整理し、Table 2 に示す ASTM A533B 

Cl.1 と ASTM A508 Cl.3 の KIc, KIc,,eq.と試験温度の

関係を調べた。2mm V ノッチシャルピ衝撃試験の

脆性-延性破面遷移温度, FATT が異なっていても、

温度軸をExcess Temperature, Te (=T-FATT)で整理す

れば、Fig. 5 のように比較的まとまりの良い結果が

得られた。Fig.5 の実線の説明は 3)項で行う。 

 

 

Fig.4 KIc, KIc,eq. vs test temperature for HSST 0218) 

 

Table 2 FATT of nuclear pressure vessel steels18) 
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2)-2 タービンロータ用鋼 

Fig.6は、高圧ガス保安協会の規格、KHKS 022023)

の解説から引用した図である。タービンロータ用

材料である、3.5Ni-Cr-Mo-V 鋼(▲)や 3.5Ni-Mo-V 鋼

(■)を含む 6 鋼種の KIc データを、温度軸を Te 

(=T-FATT)として整理している。遷移温度域の KIc

は比較的まとまりの良い結果となっている。Fig.6

の赤線は、筆者が追記したKIcの温度依存性を示す

線であり、後述の 3)項で説明する。 

筆者ら 24)は、以前に実施した 8 種類の使用済み

タービンロータ(Cr-Mo-V 鋼、FATT=99～177℃)の

KIc, KIc,,eq.を Teの関係で整理し、Fig. 7 を求めた。

データ数は 64 あるが、そのばらつきは小さい。

KIc, KIc,,eq.の温度依存性については次項で説明する。 

 

 

      Fig. 6 KIc of various steels vs Te (=T-FATT) 23) 

     (The red line and text were added by the author.) 

 

 

3) KIc, KIc,,eqの温度依存性 

筆者 18), 24)は、Fig.4、Fig.5およびFig.7のKIc, KIc,,eq.

の中間値, KIc(med)の温度依存性は、後述の ASTM 

E1921 のマスターカーブと同表示の式(4)で表され

ることを示した。式(4)の Teoは KIc(med)=100MPa√m

となる Te (=T-FATT)である。Fig.4 の FATT は不明

だが、一鋼種だけなので横軸は試験温度, T で表示

した。KIc(med)の温度依存性は、式(4)の Teを T、Te0

を T0 (KIc(med)=100MPa√m となる T)とした、後述の

ASTM E1921 のマスターカーブの式で与えられる。 

 

KIc(med)=30+70exp{0.019(Te‐Teo)}    (4) 

 

Fig.5 と 7 の実線および Fig.6 の赤線は、式(4)で

与えられる KIc(med)の温度依存性を表す。Fig.6 に 

ついても式(4)は KIc データ群のほぼ中央を通って

いる。Fig.5、6、7 の Te0はそれぞれ‐49℃、‐30℃

および‐13℃となる。 

以上のように、同種の鋼材の KIc, KIc,,eq.は、温度

軸を T-FATT として整理すれば比較的まとまりの

良い結果が得られ、その中間値 KIc(med)の温度依存

性は式(4)で表せる。しかし、Fig.5 と Fig.7 では、

Te0 に 36℃の差が存在する。Te0=T0-FATT なので、

Te0 は破壊靭性値とシャルピ衝撃特性値の遷移曲

線のシフト量に相当する。このシフト量は鋼材の

室温降伏応力, σys,RTに依存し、σys,RTの増加に伴い

小さくなることが知られている 25)。Fig.5 の原子力

圧力容器用鋼の σys,RT は 431～554MPa、Fig.7 の 

Fig.5 KIc, KIc,eq. vs Te for nuclear pressure vessel steels Fig. 7 KIc, KIc,eq. vs Te for used turbine rotors 
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使用済みタービンロータの σys,RT は 618～687MPa

であり、平均で 160MPa の差がある。この差が 

上記の Te0の差になって現れたものと考えられる。

Te0 と σys,RT の関係を定式化できれば、FATT から 

任意温度での KIcを推定できる。 

 

(3) CTOD Test 

1) CTOD試験とは 

CTOD 試験は、き裂先端での開口変位(Crack Tip 

Opening Displacement、以後 CTOD と表記)を破壊

力学パラメータとして用いる非線形破壊靭性試験

である。その模式図を Fig.8 に示す。CTOD 試験で

は、主に 3 点曲げ試験片を用い、試験温度に冷却

したのち載荷し、破壊までの荷重と開口変位の 

関係を記録する。開口変位, V は試験片端部に取り

付けたクリップゲージで計測し、破壊時の V(その

塑性成分を Vplと表記)を換算式で CTOD (通常、δ

と表記)に変換する。 

 

2) CTOD換算式の変遷 

 CTOD 試験規格の歴史は換算式の変遷の歴史で

もある。CTOD の換算式の変遷を Table 3 に示す。 

  CTOD 試験の規格は、1972 年に初めて英国で、

試験草案 BS-DD19 として発刊された。その後、

1979 年に BS 5762 として正式な規格となった。BS 

5762 では、CTOD, δ を弾性成分, δelと塑性成分, δpl 

 

 

Fig.8 Schematic diagram of CTOD test 

 

に分け、δel は最大荷重, Pm から求めた K 値を介 

して、δplはリガメントのある点を中心に回転する

幾何学的手法で Vplから換算する方式 (Table 3 の

式(ⅰ)参照、以後、BS 方式と呼ぶ) を採用した。

BS 方式は、日本の最初の CTOD 試験規格である

WES 1108:1995 や米国の最初の CTOD 試験規格で

あるASTM E1290 -89にほぼそのまま踏襲された。 

 BS 5762は1991年にBS 7448 Part 1に改訂された。

BS 7448 は、CTOD 試験、KIc試験および破壊力学

パラメータとして δ の代わりに J 積分を用いる 

Jc 試験を含めた初めての統合規格であるが、δ の 

換算方法に変更はなかった。 

 米国でも 1996 年に KIc 試験、JIc 試験、Jc 試験 

および CTOD 試験を含む統合規格、ASTM E1820

が発刊された。BS 7448 Part 1 や ASTM E1820 の流

れを受けて、国際標準化機構の統合規格、ISO12135

Table 3 CTOD conversion formula for three-point bend specimen of various standards 
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が 2002 年に発刊された。この段階では、ASTM 

E1820、ISO12135 とも、δ の換算方法に BS 方式が

適用された。 

 ASTM E1290 は 2002 年の改訂で、BS 方式から J

値を式(5)の理論式を介して δ に変換する方法

(Table 3 の式(ⅱ)参照、以後、ASTM 方式と呼ぶ)

に変更された。ASTM E1820 の CTOD 試験も 2005

年に BS 方式から ASTM 方式に変更された。 

 

δ=J/(mσY)                 (5) 

 

 ここで、σY は試験温度での有効降伏応力(=降伏

応力と引張強さの平均)、m は塑性拘束度係数と 

呼ばれ、数値解析により求められた。ASTM E1820

では、mは a0/Wと対象材料の試験温度での降伏比, 

RY (降伏応力/引張強さ)の関数として与えられる。

この改訂の根拠は、「BS 方式を用いて換算した δ

は歪硬化特性や a0/W に依存して実際の CTOD と

乖離する」と言う米国の数値解析結果に基づく 26)。 

 これを踏まえ、2006 年に日本溶接協会鉄鋼部会

の破壊関係の委員会の中にﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟが設けら

れた。ASTM の上記指摘の真偽の確認のため、 

幅広い条件下で 3 次元弾塑性数値解析及び歯科用

シリコンゴム印象材によるCTODの実測が行われ

た。その結果、低降伏比の鋼材では、BS 方式は非

安全側の評価になることが判明した。また、この

問題を修正するため、BS 方式をベースにした新し

い換算式(Table 3 の式(ⅲ)参照)が導出された。これ

に関しては、田川・川畑が溶接学会誌に詳しい 

解説 26)を載せているので、それを参照されたい。 

この新しい換算式は、種々の CTOD 試験の規格

に採用されている。すなわち、2016 年に改訂され

たWES 1108、2018 年に改定された IS0 15653、2021

年に改定された、IS0 12135 およびWES 1109 には、

日本溶接協会鉄鋼部会のﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの成果が 

反映されている。なお、IS0 15653 及び WES 1109

はそれぞれ 2010 年、1995 年に創刊された溶接部

を対象とした規格であり、改訂前は、換算式と 

して BS 方式が採用されていた。 

 BS 規格の変遷の歴史を少し飛ばしてしまった

ので追記する。BS 7448 Part 1 の後、1997 年に溶接

部を対象としたBS 7448 Part 2 が発刊された。その

後、BS 規格は ISO 化を目指し、BS 7448 Part 1 は

2002 年に BS EN IS0 12135 として、BS 7448 Part 2

は 2010年にBS EN IS0 15653として ISO 参照規格

となった。内容は IS0 12135 や IS0 15653 と同じで

ある。なお、上述の換算式を介して求めた、へき

開破壊時の CTOD を、以後、限界 CTOD と呼ぶ。 

 

3) 限界CTODの寸法依存性とその判定条件 

BS 7448 Part 1 では、試験片厚は素材厚とするこ

とが原則であったが、BS EN IS0 12135 では、その

一文は省かれており、使用した試験片厚での限界

CTOD として報告する。現在、「原則、試験片厚は

素材厚とする」との一文が入っているのは WES 

1108 のみである。 

いずれの規格でも、限界 CTOD は、試験片厚 B

に依存すると考えられている。いっぽう、面内寸

法に依存するか否かの考え方は規格によって異な

っている。 

 ASTM E1820 の場合、限界 CTOD が面内寸法に

依存しないためには、式(6)および式(7)を共に満足

する必要がある。 

 

B, W-a0≥ 300 δQc              (6) 

∆ap<0.2mm+δQc/1.4         (7) 

 

ここで、δQc は暫定限界 CTOD、∆ap は破面から

計測される安定延性き裂長さである。なお、式(6)

と(7)を共に満足する限界 CTOD を δc
*、式(6)は満

足しないが式(7)を満足する場合は δc、式(7)を満足

しない場合、δu と表示する。δc、δu は試験片厚 

のみならず面内寸法にも依存する。δc
*は試験片厚

に依存するが面内寸法には依存しない。 

式(6)の判定は ASTM 規格のみである。他の規格

は δc
*、δcを区別せず、δcと δuの区別のみである。 

BS や ISO 規格の δcと δuの判別条件は、基本、

ASTM 規格と同じだが、式(7)の右辺の第 2 項は

(δQc/1.87)(σys/σB)と表される。σys、σBは試験温度で

の材料の降伏応力と引張強さである。 
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日本の WES 規格の δc、δuの判別条件は、上述の

ASTM、BS、ISO 規格と少し異なっている。WES 

1108 では、予き裂の鈍化による前方へのせり出し

量, SZWと安定き裂進展量の和, ∆apが 0.2mm未満

をδc、0.2mm以上をδuとする(次頁のFig.9を参照）。 

ISO 12135では、δc値も size sensitive fracture 

resistanceであると記されている。このsizeが何を指

しているのか明確ではないが、規格の中に

“However, these measurements are regarded as 

size-sensitive and as such characterize only the 

specimen thickness tested.”との表現があるので、

sizeは試験片厚, Bを指しているように思われる。

ISO 12135では、試験片厚, Bでのδcを δc(B)と表記

する。なお、δu(B)は面内寸法にも依存する。 

WES1108:2016 にも、解説の中で、「限界 CTOD

は試験片平面寸法・厚さの影響を受ける」との 

記載があるが、本文に、「本試験で得られる δc、δu

は、WES 280527)などの構造要素の破壊安全評価、

又は材料選定のための材料評価などに用いること

ができる」と記されている。したがって、本規格

に準拠した δc、δu の面内寸法依存性は小さいと解

釈される。WES1108 では試験片厚は素材厚となる

ので、面内寸法も大きくなる。したがって、式(6)

の判定条件が無くとも、δc、δu の面内寸法依存性

が小さいのではないかと推察される。その意味で

は、ISO 12135 の場合、無条件に δc(B)を面内寸法

に依存しない値と考えてよいのか疑問が残る。 

 

(4) Jc Test 

1) Jc試験とは 

Jc試験の要領は、基本、CTOD 試験と同じだが、

破壊力学パラメータとして CTOD の代わりに J 積

分を用い、変位は荷重線変位, Δ を計測する。P-Δ

線図からへき開破壊時の J値 (限界 J値)を求める。

試験片はCT(Compact Tension)を用いることが多い。 

 

2) 限界 J値の寸法依存性とその判定条件 

Jc試験に関する初めての規格は、1991 年発刊の

BS 7448 Part 1 である。CTOD 試験の内容のまま、

破壊力学パラメータを CTOD から J 積分に変えた

もので、試験片厚は素材厚とすることを原則とし

た。1996 年発刊のASTM E1820 では、上記の原則

は無くなり、使用した試験片厚に対する破壊靭性

値として報告する。暫定破壊靭性値, JQc が面内寸

法に依存しないためには、式(8)および式(9)を共に

満足する必要がある。 

 

B, W-a0≥200 JQc/σY               (8) 

∆ap<0.2mm+JQc/(MσY)        (9) 

 

ここで、M は Blunting line(テクニカルレポート

No.63)参照)の勾配の係数で、2 または実験値から計

算した値を用いる。式(8)と(9)を共に満足する場合、

JQc=Jc、式(9)を満足しない場合は Juと表示する。Jc

試験では、先に示した δc
*、δcの区別はない。Jcは

試験片厚 B に依存するが面内寸法には依存しない。

Juは B のみならず面内寸法にも依存する。 

式(8)は 1999 年と 2005 年の 2 回の変更を経て現

在に至っている。2005 年に改訂された式を式(10)

に示す。また、2011 年の改訂で、式(9)は、M=2

とする式に変更になっている。 

 

B, W-a0≥100 JQc/σY            (10) 

 

BS や ISO 規格では、式(8)の判定は無く、式(9)

のみである。ただし、Blunting line の傾きが異なり、

式(9)の第 2 項は JQc/(3.75σB)と表示する。式(9)を 

満足する場合、JQc=Jc、式(9)を満足しない場合は

Juと表示する。 

上述の各種規格のδc,*, δc, δuおよび Jcと Juの判別

条件をまとめ、Fig.9 に示す。また、δcと δu、Jcと

Ju の温度依存性の模式図を Fig.10 に示す。Fig.10

の δiと Jiは安定延性き裂発生時の CTOD と J 値で

ある。δcと δu、Jcと Juは、試験温度の上昇に伴い

増加するが、δi と Ji の温度依存性は小さく、試験 

温度の増加に伴い僅かに低下する。また、δcと δu、

Jcと Juの遷移温度は、試験片の厚さ(き裂前縁長さ)

や塑性拘束が大きくなると高温側にシフトする。 

いっぽう、δiと Jiに及ぼすそれらの影響は小さい。 

前述のように、BS 7448 Part 1は 2002年にBS EN  
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Fig.10 Temperature dependency of δc, δu, δi Jc, Ju, Ji 

 

IS0 12135 に変更された。BS 7448 Part 1 では、 

試験片厚は素材厚とすることが原則であったが、

BS EN IS0 12135(ISO 12135 と内容は同じ)では、 

その一文は省かれており、用いた試験片厚, B での

破壊靭性値, Jc(B)、Ju(B)として取り扱う。ISO 12135

では、δc(B)と同様、Jc(B)も size sensitive fracture 

resistance であると記されているが、その解釈は 

前項に示した通りである。 

なお、ASTM E1820 は 2006 年の改訂で、「この 

規格は対象材料の破壊形態が予測できない場合に 

有用であるが、脆性-延性遷移を示すフェライト鋼

のへき開破壊靭性値を求める場合、ASTM E1921

を適用することが推奨される」と言う表現が追記 

された。ASTM E1820 と同じ統合規格である ISO 

12135 も 2016 年の改訂で、若干ニュアンスが異な

るが同様な表現が追記された。 

(5) ASTM E1921 (Master Curve Approach) 

まず、ASTM E192128)(Master Curve Approach) 

とはどのような試験か、その概要を説明する。 

本規格はへき開破壊の統計モデルとフェライト

鋼に共通する破壊靭性値の温度依存性、すなわち、 

マスターカーブから構成されている。へき開破壊

靭性の試験片厚依存性は最弱リンク説により説明

できると考え、厚さ B の試験片から得られた弾塑

性破壊靭性値, KJc,B(={Jc(B)E/(1-ν2)}0.5)を、式(11)を

用いてB=25.4mmの破壊靭性値, KJc,1Tに換算する。

なお、E はヤング率、ν はポアソン比である。 

 

KJc,1T = Kmin+(KJc,B - Kmin)(B/B1T)1/4   (11) 

 

ここで、B1T=25.4mm(1inch)、Kmin：へき開破壊

靭性の下限値で20MPa√mとする。なお、換算前の

KJcの上限は式(12)のように定められており、それ

を超えるKJcは無効となる28)。なお、Jc値を用いて

式(12)を書き直すと、式(13)のように表される。 

 

KJc(limit)=[{E(W-a0)σys}/{30(1-ν2)}]1/2  (12) 

Jc(limit)=(W-a0)σys/30                (13) 

 

 適用試験片の KJc,B の平均が 100MPa√m 付近に 

なる温度を選んで Jc試験を繰返し行い、最少 6 個

の有効な KJc,B を求める。KJc,B を式(11)により換算

した KJc,1T のバラツキが、形状母数=4、位置母数

=20MPa√m の 3 母数ワイブル分布で表されるとし

た統計解析により尺度母数を求め、次に、KJc,1Tの

中間値, KJc(med)を求める。KJc(med)と試験温度, T の 

関係は、参照温度, Toを用いて式(14)で与えられる。 

 

KJc(med) =30+70 exp{0.019(T‐To)}    (14) 

 

これをマスターカーブと呼ぶ。To は式(14)から

分かるように KJc(med)=100MPa√m となる試験温度

で、上述の統計解析により KJc(med)が得られたら式

(14)から逆算できる。ASTM E1921 には、式(14)の

中間値だけでなく、ばらつきを考慮した許容限界

の式も示されている。5%と 95%の許容限界も含め、

 

 Fig.9 Definition of δc
*, δc, δu, Jc, Ju in various standards 
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ASTM E1921 のマスターカーブ法による KJc,1T と 

試験温度の関係の一例を Fig.1128)に示す。 

 先に示したように、ASTM E 399 は 2005 年の改

訂で、脆性-延性遷移を示すフェライト鋼のへき開

破壊靭性を本規格の対象外とした。また、2013 年

に、理由は定かでないが、CTOD 試験の規格で 

ある ASTM E1290 が廃止された。したがって、 

現在、低中強度鋼のへき開破壊靭性値を求める 

ことを目的とした ASTM 規格は、小形試験片を用

いて、使用温度よりかなり低温側で試験を行う 

ASTM E 1921 のみとなっている。 

 

3. むすび 

本報では、脆性-延性遷移を示す低中強度鋼の 

へき開破壊靭性試験の歴史について記した。試験

方法としては、①ディープノッチ試験、②KIc試験、

➂CTOD 試験、④Jc 試験および⑤マスターカーブ

法を対象とし、米国、英国、日本及び国際標準化

機構(ISO)での試験規格の変遷について説明した。

本報では、試験方法について詳しく触れなかった。

それについては破壊に関する教科書 5), 29)や講習会

資料 30)を参照願いたい。特に、CTOD 試験は、 

2 章の(3)項で示したように、日本の研究が最新の

ISO 規格にも反映されている。その内容は、母材

を対象とした WES 1108-2016、溶接部を対象とし

た WES 1109-2021 に記されているので、両規格を

見ていただければCTOD試験の最新の状況を知る

ことができる。 

前述のように、低中強度鋼のへき開破壊靭性値

を求めるASTM 規格は、ASTM E1921 のみである。

ASTM E1921 は、へき開破壊の特徴を論理的に 

整理し、統計解析を取り入れた、よく考えられた

規格であると思う。しかし、ASTM E1921 には、

その考え方のベースに、以下の 5 つの仮説がある。 

(1) KJc のばらつきは 3 母数ﾜｲﾌﾞﾙ分布で表され、 

その形状母数は、鋼種、温度によらず4である。 

(2) 3 母数ﾜｲﾌﾞﾙ分布の位置母数、すなわち、KJcの

下限値は鋼種、温度によらず 20MPa√mである。 

(3) へき開破壊靭性値の試験片厚依存性は、確率的

問題として整理でき、鋼種、温度によらず式(11) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で評価できる。 

(4) KJc,1Tの中間値, KJc(med)の温度依存性は、鋼種に 

よらず式(14)で表される。 

(5) 暫定破壊靭性値, JQc が式(13)の Jc(limit)以下の 

    条件、すなわち(W-a0)≧30JQc/σysを満足すれば、 

    JQcは試験片面内寸法に依存しないJcと見做せ

る。これは、式(10)に示した ASTM E1820 の

Jc 試験の面内寸法要件と比べて、試験温度で

のYR(降伏比)=0.9では33%、YR=0.6では50%

に相当する。 

規格には、シンプルさも要求される。(1)～(5)の

仮説は事実に基づくのか、シンプルにするが故の

安全側の設定なのか、また、上記仮説の根拠は何

か？など、明確でない所がある。 

 次報以降では、ASTM E1921 の手法を詳しく 

説明するとともに上記仮説について考察する。 

2 章で、1970 年から現在に至る破壊靭性試験の

規格の変遷について記したが、筆者の思い違いや

ケアレスミスがあるかも知れない。実際に試験を

行う際には対象規格の内容を確認願いたい。 
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